
１．重要な会計方針

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 取得価額によっている。

（２） 引当金の計上基準

退職給付引当金 自己都合による期末要支給額に相当する金額を

（３） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

計上している。

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

現金預金 29,401,822 0 0 29,401,822

第６２回 利付国債 289,130,000 0 0 289,130,000

小 計 318,531,822 0 0 318,531,822

特定資産

退職手当引当預金 2,730,655 476,525 0 3,207,180

隔年・周年事業積立預金 43,590,000 0 2,712,000 40,878,000

育英会基金積立預金 1,000,000 0 350,000 650,000

育英会預金運用預金 220,171 2,743 0 222,914

小 計 47,540,826 479,268 3,062,000 44,958,094

合 計 366,072,648 479,268 3,062,000 363,489,916

科 目 当期末残高
（うち指定正
味財産からの
充当額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債に
対する額）

基本財産

現金預金 29,401,822 29,401,822 0 0

第６２回 利付国債 289,130,000 289,130,000 0 0

小 計 318,531,822 318,531,822 0 0

特定資産

退職手当引当預金 3,207,180 0 3,207,180 3,206,225

隔年・周年事業積立預金 40,878,000 0 40,878,000 0

育英会基金積立預金 650,000 0 650,000 0

育英会預金運用預金 222,914 0 222,914 0

小 計 44,958,094 0 44,958,094 3,206,225

合 計 363,489,916 318,531,822 44,958,094 3,206,225



４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

委託事業費

0

科 目 帳簿価額 時 価 評価損益

第６２回 利付国債 289,130,000 268,635,700 △ 20,494,300

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

補助金

県費補助金 埼玉県知事 0 5,040,000 5,040,000 0

助成金

0

日本消防協会助成金日本消防協会長 0 4,918,194 4,918,194 0

625,800県委託事業費 埼玉県知事

10,583,994合 計

0 625,800

0 10,583,994


